
総務・厚生文教・経済建設委員会が、関係市内団体との市民と議会のつどいを開催しました。
各団体と活発な意見交換を行い、多くのご意見・ご要望を頂きました。

・既設の保育園においては、まだ児童を受け入れる余地がある
ため、新たな保育園の開設については慎重に検討してほしい。

・子育て支援員制度を充実してほしい。
・国の保育人材就職支援事業を活用し、積極的な支援をお願
いしたい。

市内団体との市民と議会のつどい
「語ってみゅーか」を開催！

●厚生文教委員会
団体名　大村市保育会
開催日　平成30年11月１日（木）
場　所　フォルテ認定こども園・常盤保育園（現地視察）
　　　　新城保育園（意見交換会）
主なご意見・ご要望

・一般市民利用者の駐車場料金や、セミナー等開催時の駐車場の不足について懸念している。
・貸会議室については、入居団体に優先利用させてほしい。
・ビルの愛称を早く決定してほしい。

●総務委員会
団体名　中心市街地複合ビル（旧浜屋ビル）入居予定団体

開催日　平成31年１月15日（火）
場　所　コミセン第１会議室
主な意見・要望

・平成31年度から市町村及び都道府県に譲与され
る森林環境譲与税（仮称）」の活用に当たっては、
対象事業の設定などクリアすべき課題がある。
・森林の多面的機能を発揮させるため、下刈り・間
伐等により、さらなる森林整備を進め、健全な森
林を育てることが必要である。

●経済建設委員会
団体名　長崎南部森林組合
開催日　平成31年１月28日（月）
場　所　長崎南部森林組合　本所
主な意見・要望

大村商工会議所・大村市医師会・大村東彼歯科医師会
長崎県歯科衛生士会大村東彼支部
大村東彼薬剤師会・長崎ウエスレヤン大学
大村市社会福祉協議会
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● 索　引 ●

12月定例会では、19名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。

　ポンプ操法は、火災発生時の消火活動に必要な的確
性、俊敏性、安全性のための訓練であり、最も大切なも
のである。本市はポンプ操法訓練のための訓練場はな
く、各分団も訓練場所を探すのに苦労しているのが現状
である。壱岐市には、専用の訓練場があると聞いており、
本市においても訓練場が必要と考えるがどうか。

井上　潤一 議員

ポンプ操法訓練場について

答

　市内に設置されている防犯灯の維持管理費は各町内
会の負担となっている。平成24年から５カ年で蛍光灯か
らＬＥＤ灯へ取り換えられ、省エネルギー・長寿命化に
より、維持管理コストは低減している。しかし、４年後に
はＬＥＤ灯の耐用年数である10年を迎え、取り換えには
高額の費用を要する。今のうちから、対応策を講じるよ
う各種会議において町内会へ周知すべきと考えるが、市
の見解について尋ねる。

　臨時の訓練場所として、これまで、ボート
レース大村の駐車場や総合運動公園の駐車

場などを提供した。専用の訓練場については、過去に
は、消防団員が集まりやすい市の中央部で、夜間訓練
の周辺への影響が極力少ない場所ということで候補
地が３カ所あったが、既に売買等の予定や施設増築の
計画があったため断念した。今後消防団と十分に連携
を図りながら、広さや費用の問題、多目的に活用する
ための用途など、さまざまな観点から候補地の条件面
等について精査し、場所の選定を進めていきたい。

答 　防犯灯の維持管理に係る電気代について
は、ＬＥＤ化で安くなっており、引き続き町

内会での負担をお願いしたい。一方、防犯灯の取り換
え費用については、１個当たり２万円ほどかかり、地
区別ミーティングや議会の一般質問において、町内
会の負担では非常に厳しいという意見・要望を頂い
ている。このため、今後、必要な予算の確保を進めて
いきたい。

水上　享 議員

防犯灯（ＬＥＤ）維持管理費
について

　近年増え続けている食品廃棄量は、全国で年間650
万トン近くにまで上り、削減への取り組みが急がれて
いるところである。私たちにできる身近な取り組みと
しては、まずは、冷蔵庫内を整理して、保存状況を絶
えず知り得る環境を保つことと考える。「残さん、増
やさん、腐らさん」の３さん運動実施中と書いたチラ
シを扉に貼り、注意喚起してほしい。

田中　博文 議員

食品ロス削減のためには
冷蔵庫内の食品整理を

答 「残さん、増やさん、腐らさん」の３さん
運動実施中と記載されたチラシについては、

平成31年度の食品ロス削
減に関するチラシの作成に
当たり、ぜひ参考にしたい。

生活・環境
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　市のごみ処理場（環境センター）の老朽化に伴う建
て替えの検討がなされ、出された報告書によると、可
燃ごみに関し検討された３案はいずれも「焼却処理」
となっている。現在では、堆肥化や固形燃料化など再
資源化に向けた多様な手法が開発されている。我が市
においても焼却に限定せず、先進地視察等により、多
様な手法を検討し決定すべきと考えるがどうか。

神近　寛 議員

ごみ処理方法は
「焼却」のみにあらず

答 　現在、本市の整備方針においては、ごみ
を焼却して回収されるエネルギーで発電を

行うことを基本に検討を進めているが、一方で、
バイオマスの利活用も必要と考えている。今後、
環境センター建て替えに当たっては、処理方法や
施設規模、事業費などを記載した循環型社会形成
推進地域計画を策定することとなるため、計画策
定の中で、バイオマスエネルギーの利活用など、
さまざまな処理方法について研究したい。

生活・環境

市議会だよりおおむら市議会だよりおおむら９ ８

市政一般質問

　厚生労働省が発表した平成29年度の国民医療費は、42.2兆
円であり、これは大村市では316億円の医療費となる。高齢化が
進む中、拡大する医療費で日本が破綻するとも言われる現状で、
医療費抑制が喫緊の課題である。そのためには、予防医療の施策
が求められるが、市の認識と医療費を減らす施策の検討を求める。

大崎　敏明 議員

医療費の現状と予防医療
の施策について

答 　予防医療は非常に重要であると考えてい
る。現在、市では、特定健康診査及び早期の

保健指導等の実施により、まずは対象者に生活習慣を
改めてもらうよう取り組んでいる。また、国保事業に
おいて、人工透析による医療費の抑制のため、医師会
や専門医による県内初の腎臓病重症化予防部会を立
ち上げ、重症化予防と普及啓発に取り組んでいる。ま
た、子どもたちを対象に、虫歯予防を目的にフッ化物
洗口事業、高齢者を対象に、運動機能の低下抑制を目
的に介護予防教室などを行っている。今後、新たな予
防医療の視点も理解し、取り組みを進めていきたい。

福祉・医療・保健

神近　寛 議員

『ゴートクホー』って一体、
 何ですか

　大村市は下水の水洗化率が高い自治体として知られ
ているが、それに伴い、市固有の業務であるし尿処理
業務を委託され、業務に当たってきた事業者の仕事量
は激減し、死活問題になっている。そうした背景を受
け制定された「合特法」とはどういう法律か。また、
法に規定がある一般廃棄物処理合理化事業計画は早急
に策定すべきではないか。　

答  合特法とは、「下水道の整備に伴う一般
廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置

法」の略称であり、下水道の整備等により、経営
の基礎となる諸条件に著しい変化を生じることと
なる事業者への影響を緩和するため、代替業務や
職種転換等の支援を行うことなどを目的とした法
律である。これまで、市と関係事業者で協議を重
ねてきたが、引き続き合理化事業計画の策定も含
め、今後どうするか協議を深めていきたい。

答 　平成30年３月に、県において長崎県災
害廃棄物処理計画が策定されたことを受け、

県内の全市町も早急に同計画を策定するように指
導があっている。本市においては、平成31年度中
に同計画を策定する方針であり、災害時のがれき
等の集積場所についても、この計画の中で示して
いきたい。

井上　潤一 議員

生活・環境

　中学校校区ごとに設置されている地域ふれあい館の
運営内容について尋ねる。郡中学校区においては、松
原・福重・竹松の各小学校区に設置できないか。また、
伊勢町・中地区ふれあい館のような公設の高齢者活動
支援施設を北部地区にも設置すべきではないか。

地域ふれあい館について

答 　地域ふれあい館は、介護予防・生活支
援サービス事業として実施しており、地

域住民が主体となり、週１回以上集い、運動やレ
クリエーション等を行う介護予防の拠点である。
現在、西大村中学校区以外の５校区に８カ所設置
している。まずは、未整備校区を解消し、将来的
には各中学校区に数カ所ずつの設置を目指したい。
また、高齢者活動支援施設の北部地区への設置に
ついては、現在は考えていないが、将来的な課題
として研究していきたい。

水上　享 議員

生活・環境 生活・環境

福祉・医療・保健 福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

　本市は人口10万人達成を目指し、人口が増加してい
るが、将来、この人口増加が続くとは考えられない。
新規の保育所を増やすばかりでなく、既存の保育所の
定員増による保育の需要対策は考えられないのか。

朝長　英美 議員

保育所問題について

答 　本市の子どもの出生数は、現在のところ
年間ほぼ950人から1,000人を保持してい

る。この状況の中、保育の需要が伸びている要因
として、共働きの家庭が増えてきていることが大
きい。国も現在、女性の就業率を８割に高めよう
としていることからも、今後も保育の需要は増え
ると見込んでいる。現在の市の方向性としては、
既存施設の定員増だけでは、スピードやタイミン
グの問題もあり現実的に厳しいため、これと併せ
て新たな施設の開設により保育の需要に対応して
いる。

保育園児の使用済みの
紙おむつ回収について

　子育て環境の向上と子育て支援の一環として、また、
保育士の負担を軽減するため、都市部では複数の自治
体で使用済みの紙おむつを民間委託業者が回収する事
業を実施している。回収の方法は、各保育園に専用のバ
ケツを置き、業者が週３回のペースで回収・処分してい
る。本市でもぜひ回収事業に着手し、保育の質の向上を
目指すべきと考えるが、市の見解について尋ねる。

答 　保育所等における使用済み紙おむつの回
収については、主に関東の自治体等におい

て取り組みがあっているが、首都圏と本市における送
迎方法の違いや、市単独事業による新たな財源負担
など、考察すべき点が多いと捉えている。実施自治体
において、事業効果について検証が予定されているこ
とや、国において、介護や子育ての負担軽減の観点か
ら下水道処理に関する検討が始まっていることなどか
ら、今後の推移を注視していきたい。

山北　正久 議員

災害ごみの一次集積地と
処理計画について

答 　本市の施設建設の基本方針は、国の廃棄
物処理施設整備計画の考え方に沿って、廃

棄物エネルギーを回収して電気や熱を供給し、地域
の振興に役立てるというものである。バイオマス事
業は、非常に注目されているが、新しい取り組みでも
あり、コスト面での問題がある。本市としても、二酸
化炭素などを出さない処理施設ができれば素晴らし
いと考えるため、新しい取り組みに注目しながら、今
後、計画に取り込めないか調査研究していきたい。

大崎　敏明 議員

燃えるごみの
バイオマス化について

　地球温暖化は悪化の一途をたどり、台風の巨大化や
集中豪雨が各地に災害をもたらしている。CO2排出の
元凶でもあるごみ焼却場は世界の７割に相当する1,893
カ所が日本にあるが、ごみを燃やさないごみ処理場が香
川県にあった。莫大な費用を伴う市環境センターの建て
替え計画を見直し、ごみは焼却しない方向に転換すべき
と考えるがどうか。

ばく だい

 今年も全国で多発した豪雨・台風・地震災害により、甚
大な被害が発生し、そのたびに莫大な量のがれきやごみ
が発生し、被災住民や地方自治体を苦しめているところ
であり、復旧の原点は、災害ごみの処理である。本市で
災害がれき等が発生した場合の一次集積場所及び処理
計画はどのようになっているか。

ばく だい


